
電動パーソナルモビリティのシェアリング事業に向けた
無線充電システムの導入とインセンティブスキームに関する検討

林 寛将 1 笹谷 拓也 1,2 畑 勝裕 1 山村 亮介 3 川原 圭博 1

東京大学 1 日本学術振興会特別研究員 DC2 mercari R4D3

　

1 はじめに
電動パーソナルモビリティのシェアリング事業はマルチモーダ
ルな交通ネットワークのラストワンマイルを担う手段として多く
の都市で採用されるようになった．既存のシェアリング事業では，
地域や時間によって生じる車両分布の不均衡性がステーションの
車両数が空・満杯になるといった利便性の低下を招くことがあっ
た．これを防ぐために，報酬と引き換えに不均衡性を緩和する別
のステーションを利用してもらうようにユーザの行動変容を促す
インセンティブスキームが提案されている [1]．
一方，電池や充電に着目すると，ユーザは近距離の移動であっ
ても電池切れのリスクを避けるためにできるだけ電池残量が大き
い車両を選ぶ傾向があり，電池残量が小さい車両が放置され，事
業者は電池の交換や充電に大きなコストを費やす必要がある．そ
こで本論文では，無線充電ステーションの導入とユーザにシステ
ム全体を改善するような行動変容を促すインセンティブスキーム
を提案する．充電ステーションに向かうユーザには敢えて電池残
量を小さい車両を選ぶように促すことで，次に利用するユーザが
電池切れになる可能性や電池管理にかかるコストを低減すること
が期待できる．
以下の章では，モデル構築と Citi Bikeが提供するデータに基づ
くシミュレーションにより利便性や事業コストに関して本手法を
評価した結果について説明する．

2 システムモデル
2.1 電池残量推移と無線充電ステーション
車両に搭載される電池の容量を BC，入力を Win，平均出
力を Wout とする．サービスには m 個のステーション S =

{s1, s2, . . . , sm} があるとし，そのうち無線給電ステーションを
SW と表記する．また，無線充電ステーションは図 1に示すよう
に段階的に導入されることを想定し，その導入率を r とする．車
両は無線充電ステーション SW に置かれている時間に入力電力
Win で充電され，その他のステーション SW では電池残量が閾値
Br

th より小さい車両を対象に需要が小さい夜間に電池交換が行わ
れるとする．
また，ユーザが電池残量や使用するステーション間の距離に応
じて合理的に車両を選択できるように多項ロジットモデルを採用
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図 1 Citi Bikeのステーションマップ．赤いマーカーは無線充
電ステーションを表す．導入率は A：0%，B：25%，C：50%，
D：75%，E：100%である．

した [2]．
2.2 インセンティブスキーム
ステーション so ∈ SW から電池残量が閾値 Bi

th 以下である車
両 bを選択し，ステーション sd ∈ SW まで移動するトリップにイ
ンセンティブを設定する．インセンティブの報酬 pは次のように
決定される．

pod =

{
p (so ∈ SW and sd ∈ SW and b ≤ Bi

th)

0 (otherwise)
(1)

つまり，対象となるトリップを完了したユーザは報酬 pを受け
取るが，対象ではない移動をしたユーザの報酬は 0となる．
次に，ユーザがインセンティブを受け入れる条件を定義する．
前提として，ユーザは設定されたインセンティブやステーション
にある車両の電池残量，移動に必要な電池残量などの情報をサー
ビスから提供されているとする．
ユーザ uはインセンティブによって歩くことができる距離の上
限 γu と受け入れる報酬の下限 cu を持っているとする [3]．ユーザ
uの出発地点 lu,o または目的地点 lu,d とインセンティブの対象と
なるステーション si までの距離を L(lu, si)とする．次に，ステー
ション so, sd 間を移動するために必要な電池残量を Bod とし，時
刻 t にステーション so にある車両全ての電池残量を集合 b(t, so)

と表記する．したがって，ユーザ uがインセンティブを受け入れ
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図 2 シミュレーション結果．各パラメータに対し，左の列からサービス品質とインセンティブトリップの回数，電池の交換回数，電
池交換のためにステーションを訪れた回数を表す．

る条件は次のようになる．

L(lu,o, so) ≤ γu ∩ L(lu,d, sd) ≤ γu (2)

cu ≤ p (3)

b(t, so) ∩ [Bod, B
i
th] ̸= ∅ (4)

3 実験
3.1 データセットと環境設定
データセットとして Citi Bike が提供するオープンデータを用
い，2019年 9月 6日から 10日間のデータを抽出した [4]．初期条
件が結果に与える影響を緩和するために最初の 72時間はバーンイ
ン期間として取り除いた．
本稿の解析で用いた値を表 1にまとめる．詳しい環境設定は [2]

を参考にされたい．cu の累積分布関数は [3]の調査結果を利用し，
受け入れる確率 Paccept がおよそ 0.25, 0.50, 0.75 となる報酬 p

を採用した．さらに，比較としてインセンティブを行わない場合
（Paccept = 0）と全てのユーザがインセンティブを受け入れる場合
（Paccept = 1）についても調査した．なお，インセンティブがユー
ザの車両選択に与える影響のみ変化させ，式（2）による需要の変
化は本稿では扱わない．
3.2 結果
結果を図 2に示す．サービス品質（Service Level）は総需要に
対する貸出・返却時の電池残量に問題がないトリップの割合とし
て定義した．
サービス品質は Bi

th と Paccept を上げるとわずかに増加する傾
向にあった．ここで，総トリップ数が 574, 404回という非常に大
きい数であることを考慮する必要があり，例えば Bi

th = 30 %，
Paccept = 0.25のとき 388回のトリップを改善している．
インセンティブトリップの回数を見ると，Bi

th と Paccept の増
加とともに大きく増加することが分かる．これはインセンティブ

表 1 シミュレーションで用いた値

BC 360Wh Win 50W

Wout 180W r 25%

p $ 0.2, 0.5, 1 総トリップ数 574, 404

Bi
th 20, 30, 40 % Br

th 25%

の対象となる車両が増加することに加え，往来できるステーショ
ン数も増加することが原因である．一方で，電池の交換回数とス
テーションへの訪問回数はインセンティブトリップの回数ほど大
きな変化は見られない．特に Paccept を上げると付与する報酬 p

の総和が膨大になるため，事業コストの減少にはつながらないこ
とが分かる．しかし，Bi

th = 30 %，Paccept = 0.25のとき，イン
センティブの回数が 3811回であることに対し，電池の交換回数が
12.0%，ステーションへの訪問回数が 6.0% 減少した．このとき
p = 0.2であるため，非常に小さいコストで電池管理の負担を減ら
すことができることが分かる．

4 おわりに
本稿では無線充電ステーションの導入と電池や充電に関するイ
ンセンティブスキームの検討を行った．ユーザに電池残量の小さ
い車両を選択して無線充電ステーションに向かうように行動変容
を促すことで，利便性の向上や事業コストの低減を見込むことが
できる一方で，対象とする車両の電池残量の閾値や報酬によって
インセンティブと電池交換にかかるコストにトレードオフが生じ
ることが明らかになった．
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